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公益財団法人全日本軟式野球連盟 役員等旅費規程 

 

（目  的） 

第１条 この規程は、公益財団法人全日本軟式野球連盟(以下「連盟」という。) の用務のた

め出張旅行する本連盟役員等に対し支給する旅費に関し基準を定め、連盟の円滑な運営に資

するものとする。 

２ 前項に規定する役員等の区分を次のとおりとする。 

（１） 名誉顧問、名誉会長、会長 

（２） 相談役、顧問、参与、副会長、専務理事、常務理事、理事、監事、専門委員、評議員 

（３） 常勤役員、事務局職員 

（４） 前号以外の者及びこれらに準ずる本連盟外の者 

３ 役員等に対して支給する旅費に関しては、他に特別に定める場合を除きこの規程による。 

 

（用語の定義） 

第２条  この規程において、用いる用語の意義は当該各号に定めるところによる。 

（１） 国内旅費  本州、北海道、四国及び九州、並びにこれらに附属する島の存する領域

（以下「本邦」という。）における旅行に支給する旅費をいう。 

（２） 外国旅費  本邦と本邦以外との間における旅行及び外国における旅行に支給する旅

費をいう。 

（３） 出張命令者 旅行を命じる者をいう。 

（４） 出発地   居住地及び滞在地のことをいう。 

（５） 目的地   用務先及び居住地へ帰宅すること。又は滞在地から次に向かう用務先を  

いう。 

（６） 指定の時間 指定の時間の基準は、出発地の公共的交通機関の最寄駅の出発時刻が 午

前７時以降、目的地の最寄駅に午後１１時迄に到着することをいう。 

 

（出張命令者） 

第３条  用務のための出張は、必ず次の区分による出張命令によって行うものとする。 

（１） 前第１条の第２項第１号・同第２号に定める者に対する出張命令者は会長とする。 

（２） 前第１条の第２項第３号・同第４号に定める者に対する出張命令者は、会長又は専務

理事とする。 

２ 前項に規定する出張命令等は、事前に口頭で行う。 

 

(旅費の支給) 

第４条  役員等が用務のために出張する場合に旅費を支給する。 
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（旅費の種類） 

第５条  旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、雑費、宿泊料、滞在雑費及び出張雑

費とする。 

 

（旅費の計算） 

第６条  旅費は、最も経済的な通常の経路及び方法により旅行した場合の旅費により計算す

る。ただし、特別な理由があると旅行命令者が特に認めた場合は、この限りではない。 

２ 宿泊料が支給対象外の場合のパック料金（交通費と宿泊料のセット料金）の取り扱いにつ

いては、宿泊料相当額を 5,000円とし、パック料金から 5,000円を差し引き、残額を交通費

として支給する。ただし、交通費支給額は通常の往復運賃を上限額とする。 

 

（出張の日数） 

第７条  旅費計算上の出張日数は、用務の日数とする。また公共的交通機関を利用して用務

の時刻に到着できない場合は現に要した日数を出張日数に加えることとする。ただし、天災

等その他やむを得ない事由により要した日数は、出張命令者が別途考慮する。 

 

（旅費の支給等） 

第８条  旅費は、用務終了後に支給するものとする。 

 

（国内旅行） 

第９条  国内旅行の旅費は日帰り出張と普通出張とに区分する。 

２ 日帰り出張の旅費は、勤務地から片道１００km 未満の地域内における旅行の費用とし、

交通費実費を支給する。 

３ 普通出張は、前項以外の地域への出張旅費として、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、雑費及

び宿泊料を支給する。 

４ 前２項の場合において、用務の必要上又は天災、その他やむを得ない事情と出張命令者が

認めた場合は、雑費定額及び宿泊料を支給することができる。 

 

(鉄道賃) 

第１０条 鉄道賃は、鉄道旅行の路程に応じて旅客運賃及び本条各号の料金等により支給する。 

２ 普通急行列車又は特別急行列車（新幹線を含む）を運行する路線による旅行で、片道５０

km以上は、それぞれ急行料金、特急料金（新幹線特急料金）を支給することができる。特急

区間が片道５０km 以上７０km 未満は自由席料金、片道７０km 以上は指定席料金を支給でき

るものとする。片道６０１km以上継続してＪＲを利用する場合、乗車券は往復割引運賃とす

る。 

３ 第１条第２項第１号の役員が、特別車両料金を徴する客車を運行する路線により旅行する
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場合は、特別車両料金（グリーン料金）を支給する。 

 

（船 賃） 

第１１条 船賃は、水路旅行の路程に応じて、現に利用に要する運賃等により支給する。 

 

（航空賃） 

第１２条 航空賃は、航空旅行の路程に応じて、旅客運賃等の支払証明書類の提出により、そ

の実費を支給する。 

 

（車 賃） 

第１３条 車賃は、陸路（鉄道を除く。）旅行の路程に応じ、現に利用に要する運賃等により

支給する。 

 

（雑 費） 

第１４条 雑費は、用務の日数に応じて第９条第２項に定める場合を除き、別表１－１の定額

を支給する。ただし、出張命令者が認めた場合は、この限りではない。 

２ 指定の時間内に発着できない場合は、別表１－２の雑費を支給する。 

３ 第１条第２項第１号・第２号・第４号に定める者が、ＷＥＢ会議等に出席した場合は、別

表１－１の雑費を支給する。 

 

（宿 泊) 

第１５条 宿泊は、出張日数に応じ、連盟等が指定する宿舎に宿泊する場合、連盟が費用を精

算する。 

２ 連盟が指定する宿舎に宿泊できない場合は、別表１の宿泊料を上限として料金を証明する

書類により、その実費を支給する。 

３ 出張日数にかかわらず宿泊をする場合は、出張命令者が認めた者のみ、連盟が指定する宿

舎に宿泊できるものとする。ただし、その場合は雑費の支給はしない。 

 

（外国旅行） 

第１６条 外国旅行の旅費は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿泊料、滞在雑費及び旅

行雑費とする。 

 

（鉄道賃） 

第１７条 鉄道賃は、現に利用に要する運賃を支給する。 

 

（船 賃） 

第１８条 船賃は、現に利用に要する運賃を支給する。 
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（航空賃） 

第１９条 航空賃は、次の各号に規定する運賃を支給する。 

（１） 運賃の等級を２階級以上に区分する航空路による旅行の場合においては、次に規定す

る運賃による。 

   イ 第１条第２項第１号の役員については、上級の運賃 

   ロ 第１条第２項第２号・第３号・４号に定める者については、次の級の運賃 

（２） 運賃の等級別の設けていない航空路による旅行の場合においては、現に航空機の利用

に要する運賃による。 

 

（車 賃） 

第２０条 車賃は、現に利用に要した実費額による。 

 

（日当及び宿泊料） 

第２１条 日当は旅行日数に応じて別表２に掲げる定額による。宿泊料は夜数に応じて連盟が

支払うものとする。 

 

(滞在雑費) 

第２２条 滞在雑費は、用務先滞在中における交通費及び渉外費に当てるため、出張者の用務

及び身分に応じて、１日当たりの定額をもって支給することができる。 

２ 滞在雑費として、現地交通費を支給する場合においては、第２０条の規定による車賃は、

支給しない。 

３ 滞在雑費の支給額については、出張者の用務及び資格に応じて専務理事又は常務理事がこ

れを定める。 

 

（旅行雑費） 

第２３条 旅行雑費は、予防接種料、査証手数料、出入国税、その他これに類する雑費につい

て、実費額を支給することができる。ただし、旅行先における慣習によるホテルのボーイ又

はポーター等の心付けについては、この限りではない。 

 

（旅費の支払） 

第２４条 前条までの規定による各種運賃旅費雑費の支払いにおいて、その一部又は全部を出

張者本人に支給することなく、本連盟において直接旅行代理店等に支払うことができる。 

 

（旅費の調整） 

第２５条 会長は、旅行目的の性質上又は出張先の実情、その他特別の事情により、この規定
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による旅費の支給が妥当でないと認めるときは、これを減額又は増額することができる。 

 

第２６条 この規程は、理事会の議決を経て変更することができる。 

 

付則 

１ この規程は、平成２０年４月１６日から施行する。 

２ この規程は、平成２４年１月４日から施行する。 

３ この規程は、平成２４年４月１０日から施行する。 

４ この規程は、平成２６年２月４日から施行する。 

５ この規程は、令和２年１０月９日から施行する。 
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役員等旅費規程に定める雑費・日当及び宿泊料上限 

 

別表１－１（国内旅行の雑費及び宿泊料上限） 

区   分 雑費 

（１日につき） 

宿泊料上限 

(１日につき) 

第１条第２項 

第１・２号該当者 
３，０００円 

 

１２，０００円 

第１条第２項 

第３・４号該当者 
２，０００円  

 

 

別表１－２ （指定の時間に発着できない場合の雑費） 

区   分 雑費（１日につき） 

第１条第２項 

第１・２号該当者 

早朝・深夜１，５００円 

前泊・後泊１，５００円 

第１条第２項 

第３・４号該当者 

早朝・深夜１，０００円 

前泊・後泊１，０００円 

 

 

別表２（外国旅行の日当） 

区   分 日当（１日につき） 

第１条第２項 

第１・２・３・４号該当者 
６，０００円 

 

 


